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シンポジウム

日
本
側

補
充
報
告
川

外
国
人
の
人
権
l

社
会
法
の
観
点
か
ら

保

原

喜
志
夫

労
働
法
の
適
用

適
法
に
就
労
し
て
い
る
外
国
人
労
働
者
に
は
、
当
然
に
労
働
法
の
適
用
が
あ
る
。

不
法
就
労
の
外
国
人
で
あ
っ
て
も
、
実
質
的
な
就
労
関
係
が
証
明
さ
れ
れ
ば
、
労
働
法
の
適
用
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
例
え
ば
、
使
用

者
が
不
法
就
労
外
国
人
に
対
し
て
賃
金
を
支
払
わ
な
い
場
合
に
は
、
不
法
就
労
外
国
人
は
労
働
基
準
監
督
署
に
労
働
基
準
法
違
反
の
申
告
を

す
る
こ
と
が
で
き
、
ま
た
裁
判
所
を
通
じ
て
そ
の
使
用
者
に
賃
金
の
支
払
い
請
求
を
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

社
会
保
障
法
の
適
用
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労
働
法
と
異
な
り
、
外
国
人
に
対
す
る
社
会
保
障
法
の
適
用
関
係
は
複
雑
で
あ
る
。

特
に
、
不
法
就
労
者
に
つ
い
て
は
困
難
な
問
題
が
生
じ
る
。

(1) 

医
療
保
険

企
業
(
従
業
員
五
人
以
上
)

に
適
法
に
使
用
さ
れ
る
者
は
、
外
国
人
で
あ
っ
て
も
、

そ
の
扶
養
家
族
も
含
め
て
健
康
保
険
法
(
健
保
法
)

の
適
用
を
受
け
る
。

そ
れ
以
外
の
外
国
人
で
適
法
に
日
本
に
在
留
す
る
も
の
は
、
国
民
健
康
保
険
法
(
国
保
法
)
の
適
用
を
受
け
る
。
国
保
加
入
に
は
、
住
民

登
録
証
が
必
要
で
あ
り
、
不
法
在
留
者
は
、
そ
の
証
明
書
を
も
た
な
い
た
め
、
結
局
加
入
で
き
な
い
こ
と
に
な
る
。

な
お
、

一
九
九
五
年
六
月
に
、
厚
生
省
は
、
実
質
的
な
使
用
関
係
の
存
在
を
条
件
に
、
不
法
在
留
者
に
も
、
医
療
保
険
の
適
用
の
途
を
開

く
方
向
で
検
討
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

(2) 

年
金
保
険

年
金
保
険
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
職
域
保
険
で
あ
る
厚
生
年
金
保
険
(
厚
年
)

(
国
年
)

が
あ
る
。
厚

と
地
域
保
険
で
あ
る
国
民
年
金

外国人の人権

年
加
入
資
格
の
な
い
者
は
必
ず
国
年
に
加
入
す
べ
き
こ
と
に
な
り
、
外
国
人
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

た
だ
し
、
厚
年
加
入
に
は
使
用
証
明
が
、
ま
た
国
年
加
入
に
は
住
民
登
録
証
が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、
六
ヶ
月
以
上
厚
年
ま
た
は
国
年
の
保
険
料
を
支
払
っ
た
外
国
人
が
帰
国
す
る
場
合
に
は
、
法
定
の
限
度
内
で
そ
の
返
還
を
求
め
る
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シンポジウム

」
と
が
で
き
る
。

(3) 

労
災
保
険

労
災
保
険
法
は
、
外
国
人
労
働
者
に
も
当
然
に
適
用
さ
れ
る
。
不
法
就
労
者
に
つ
い
て
も
、
実
質
的
な
使
用
関
係
の
存
在
が
証
明
さ
れ
れ

ば
、
適
用
が
あ
る
。
た
だ
し
、
遺
族
の
特
定
が
困
難
な
場
合
が
あ
り
、
ま
た
保
険
給
付
の
額
に
つ
い
て
も
今
後
検
討
を
要
す
る
問
題
が
残
さ

れ
て
い
る
。(4) 

雇
用
保
険

雇
用
保
険
法
も
、
外
国
人
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
外
国
人
労
働
者
が
失
業
し
た
こ
と
に
よ
り
在
留
資
格
を
失
う
場
合
が
多
く
、

そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
結
果
的
に
雇
用
保
険
給
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
も
生
じ
る
。

(5) 

生
活
保
護

生
活
保
護
法
は
、
「
す
べ
て
の
国
民
に
対
し
」
て
生
活
保
護
を
行
な
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
(
第
一
条
)
、
外
国
人
に
は
適
用
が
な
い
。

た
だ
し
、

一
九
五
四
年
五
月
八
日
の
厚
生
省
通
知
に
よ
り
、

日
本
国
民
に
準
じ
た
保
護
を
行
う
こ

日
本
に
在
留
す
る
外
国
人
に
対
し
て
も
、

と
に
し
て
い
る
。
し
か
し
、

一
九
九

O
年
の
厚
生
省
見
解
で
、
不
法
在
留
者
に
は
適
用
し
な
い
も
の
と
し
た
。
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LES DROITS DES ETRANGERS AU JAPON 
-Du point de vue du droit socialー

Kishio HOBARA * 

1. Droit du travaiI 

La legislation du travail s'applique a tous les travailleurs salaries， y 

compris travailleurs etrangers. En plus， elle s'applique aussi aux travailleurs 

etrangers qui n'ont pas la carte de travail， a conditions que l'on puisse 

renconnaitre l'existance de la relation du travail du salarie avec un patron. 

Il se trouve une disposition qui interdit la discrimination selon la 

nationalite dans le Code des conditions du travail (c. c. t. art. 3) 

2. Droit de la securite sociale 

Le rapport de l'application a etrangers de la legislation de la securite 

sociale est beaucoup plus delicat que celle du droit du travail， notamment dans 

le cas de travail c1andestin. 

(1) Assurances maladies 

I1 ya deux systemes d'assurances maladies au Japon. 

(A) Peuvent s'affilier a l'assurance maladie pour les salaries tous les 

travailleurs salaries et ses ayants droit， y compris les salaries 

etrangers regulierement employes dans une entreprise et ses ayants 

市Professeura la Faculte de Droit de I'Universite de Hokkaido 
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droit， et 

(8) Peuvent s'affilier a J'assurance maladie nationale tous les autres 

peuples japonais et etrangers ayant la carte de sejour que les assures 

de J'assurance ci-dessus. 

Cependant， il y a quelques semaines， un responsable du Ministere 

de la sante a suggere que J'on etait en train d 'examiner la possibilite et 

les conditions d 'appliquer la legislation sur les assurances maladies 

aux etrangers travaillant au Japon sans carte de travail. 

(2) Assurances de rentes 

Au Japon， il se trouve deux systemes d'assurances de rentes， 

(A) assurance de rentes nationale qui s'applique aux nationaux et aux 

長trangershabitant regulierement au Japon， et en plus， 

(8) assurance de rentes pour les salari在s，qui s'applique aussi aux 

travaiJleurs etrangers. Les salaries sont， en effet， couverts de deux 

sortes d 'assurances de rentes， i. e. assurance nationale et ceJle pour les 

salaries. 

Les etrangers qui habitent plus de 6 mois au Japon pourront 

demander le remboursement des cotisations payees pour la rente dans 

les conditions legales目

(3) Compensation des accidents du travail et des maladies professioneJles 

La legislation sur la compensation des accidents du travail et des 

maladies professioneJles s'applique tous les salaries japonais et etrangers， y 

compris travailleurs cJandestins， a condition que J'on puisse renconnaitre 

J'existence de la relation de travail de la victime avec un patron 

北法46(6・585)2075 皿沼V
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(4) Assurance chomage 

Les travaiIIeurs etrangers peuvent aussi beneficier de l'assurance 

chomage， cependant un etranger qui quitte une entreprise perdera en 

generale son raison legale de sejourner au Japon， et dans la plupart de cas， 

les salaries etranger a peu de interet de s' affilier a l'assurance chomage. 

(5) Aide sociale 

mxv 

Les benefices de la legislation japonaise sur l'aide sociale pour les gens 

qui ne peuvent ga伊lersa vie par eux-meme sont reserves uniquement aux 

natlOnaux 

Cependant， le circulaire du Ministre de la sante du 8 mai 1954， a admis 

d'accorder les memes benefices dans cette legislation aux etrangers que aux 

Japonais qui sont en difficultes de la vie economique. 
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